
２　歳　　入

平成２６年度の歳入決算の状況は第２表のとおりであり、前年度からの繰越分を含めた 終予算額

７０３億５１３０万４千円に対し、決算額は６８７億９４８万円で、差引１６億４１８２万４千円となり、

翌年度への繰越額１７億２８０万９千円を差し引くと、６０９８万５千円 終予算額から増額となりました。

【予算との比較（第２表中①－②）】

終予算額を上回った主な科目は、市税が７５５７万５千円の増、株式等譲渡所得割交付金が

８０２１万２千円の増、地方交付税が特別交付税の伸びにより１億５００５万８千円の増、財産収入が土地

売払収入の増等により６１２３万円の増となっています。

一方、 終予算額を下回った主な科目は、諸収入が金融機関貸付金還付金収入の減等により

１億７１０４万１千円の減、市債が１億２４６０万円の減となっています。

なお、市税の決算状況については、第３表のとおりです。

【構成比】

構成比は、第２表のとおり市税の占める割合が３４．６％と も高く、次いで国庫支出金１５．５％､

地方交付税１４．３％、市債１１．５％の順となっています。

歳入のうち、市税、地方交付税、国庫支出金、市債それぞれの構成比の推移は、第１図に示すとおり

で、前年度と比べ、土地開発公社債務の代位弁済にかかる第三セクター等改革推進債の皆減等により、

市債の占める割合が低くなっています。

【対前年度比較】

平成２６年度の歳入決算の状況は第２表のとおりであり、前年度からの繰越分を含めた 終予算額

７０３億５１３０万４千円に対し、決算額は６８７億９４８万円で、差引１６億４１８２万４千円となり、

翌年度への繰越額１７億２８０万９千円を差し引くと、６０９８万５千円 終予算額から増額となりました。

【予算との比較（第２表中①－②）】

終予算額を上回った主な科目は、市税が７５５７万５千円の増、株式等譲渡所得割交付金が

８０２１万２千円の増、地方交付税が特別交付税の伸びにより１億５００５万８千円の増、財産収入が土地

売払収入の増等により６１２３万円の増となっています。

一方、 終予算額を下回った主な科目は、諸収入が金融機関貸付金還付金収入の減等により

１億７１０４万１千円の減、市債が１億２４６０万円の減となっています。

なお、市税の決算状況については、第３表のとおりです。

【構成比】

構成比は、第２表のとおり市税の占める割合が３４．６％と も高く、次いで国庫支出金１５．５％､

地方交付税１４．３％、市債１１．５％の順となっています。

歳入のうち、市税、地方交付税、国庫支出金、市債それぞれの構成比の推移は、第１図に示すとおり

で、前年度と比べ、土地開発公社債務の代位弁済にかかる第三セクター等改革推進債の皆減等により、

市債の占める割合が低くなっています。

【対前年度比較】

前年度との比較は、(参考１）に示しています。

前年度を上回った主な科目は、地方消費税交付金が３億２３２０万４千円の増（増減率２１．０％）、地

方交付税が４億６３７８万５千円の増（同４．９％）、繰入金が１５億３９８０万３千円の増（同１１２．２％）で

す。

一方、前年度を下回った主な科目は、市税が２億２８９８万１千円の減(増減率△１．０％)、諸収入が

１１億９７３１万８千円の減（同△３６．３％）、市債が６６億６６４３万５千円の減（同△４５．８％）です。

主な増減理由は、次のとおりです。

（前年度より増加した科目）

地方消費税

交付金…地方消費税率が消費税率換算で１％から１．７％に引き上げられたことによるものです。

地方

交付税…市民税法人税割や固定資産税の減等に伴う普通交付税の増等によるものです。

繰入金…ガス事業の民間譲渡に伴う清算特別会計からの繰入金の皆増や財政調整基金繰入金の

増等によるものです。

（前年度より減少した科目）

市 税…固定資産税の減等によるものです。

諸収入…土地開発公社債務の代位弁済金に対する公社からの償還金収入の皆減

（対前年度比△1,236百万円）等によるものです。

市 債…土地開発公社債務の代位弁済金の財源として発行した第三セクター等改革推進債の

皆減等によるものです。

【主な一般財源の状況（５頁下段参照）】

地方消費税交付金や地方交付税の増等により、前年度より５億３５６３万円増加しています。

【主な歳入の収納状況】

市税及び主な使用料等の収納状況については 資料１－１のとおりです

平成２６年度の歳入決算の状況は第２表のとおりであり、前年度からの繰越分を含めた 終予算額

７０３億５１３０万４千円に対し、決算額は６８７億９４８万円で、差引１６億４１８２万４千円となり、

翌年度への繰越額１７億２８０万９千円を差し引くと、６０９８万５千円 終予算額から増額となりました。

【予算との比較（第２表中①－②）】

終予算額を上回った主な科目は、市税が７５５７万５千円の増、株式等譲渡所得割交付金が

８０２１万２千円の増、地方交付税が特別交付税の伸びにより１億５００５万８千円の増、財産収入が土地

売払収入の増等により６１２３万円の増となっています。

一方、 終予算額を下回った主な科目は、諸収入が金融機関貸付金還付金収入の減等により

１億７１０４万１千円の減、市債が１億２４６０万円の減となっています。

なお、市税の決算状況については、第３表のとおりです。

【構成比】

構成比は、第２表のとおり市税の占める割合が３４．６％と も高く、次いで国庫支出金１５．５％､

地方交付税１４．３％、市債１１．５％の順となっています。

歳入のうち、市税、地方交付税、国庫支出金、市債それぞれの構成比の推移は、第１図に示すとおり

で、前年度と比べ、土地開発公社債務の代位弁済にかかる第三セクター等改革推進債の皆減等により、

市債の占める割合が低くなっています。

【対前年度比較】

前年度との比較は、(参考１）に示しています。

前年度を上回った主な科目は、地方消費税交付金が３億２３２０万４千円の増（増減率２１．０％）、地

方交付税が４億６３７８万５千円の増（同４．９％）、繰入金が１５億３９８０万３千円の増（同１１２．２％）で

す。

一方、前年度を下回った主な科目は、市税が２億２８９８万１千円の減(増減率△１．０％)、諸収入が

１１億９７３１万８千円の減（同△３６．３％）、市債が６６億６６４３万５千円の減（同△４５．８％）です。

主な増減理由は、次のとおりです。

（前年度より増加した科目）

地方消費税

交付金…地方消費税率が消費税率換算で１％から１．７％に引き上げられたことによるものです。

地方

交付税…市民税法人税割や固定資産税の減等に伴う普通交付税の増等によるものです。

繰入金…ガス事業の民間譲渡に伴う清算特別会計からの繰入金の皆増や財政調整基金繰入金の

増等によるものです。

（前年度より減少した科目）

市 税…固定資産税の減等によるものです。

諸収入…土地開発公社債務の代位弁済金に対する公社からの償還金収入の皆減

（対前年度比△1,236百万円）等によるものです。

市 債…土地開発公社債務の代位弁済金の財源として発行した第三セクター等改革推進債の

皆減等によるものです。

【主な一般財源の状況（５頁下段参照）】

地方消費税交付金や地方交付税の増等により、前年度より５億３５６３万円増加しています。

【主な歳入の収納状況】

市税及び主な使用料等の収納状況については、資料１－１のとおりです。
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第２表　一般会計歳入決算の状況
　　　　　　（単位：千円）

款 終予算額 決 算 額 構成比 差引額① 繰越額② ①－②

＊ 市　　　　　税 23,728,582 23,804,157 34.6% △75,575 △ 75,575

地 方 譲 与 税 491,000 492,922 0.7% △1,922 △ 1,922

利 子 割 交 付 金 64,000 67,314 0.1% △3,314 △ 3,314

配 当 割 交 付 金 134,000 176,033 0.3% △42,033 △ 42,033

株式等譲渡所得割交付金 10,000 90,212 0.1% △80,212 △ 80,212

地方消費税交付金 1,850,000 1,862,334 2.7% △12,334 △ 12,334

ゴルフ場利用税交付金 16,000 16,066 0.0% △66 △ 66

自動車取得税交付金 58,000 53,864 0.1% 4,136 4,136

地方特例交付金 69,611 69,611 0.1% 0 0

地 方 交 付 税 9,698,674 9,848,732 14.3% △150,058 △ 150,058

交通安全対策特別交付金 28,000 23,455 0.0% 4,545 4,545

＊ 分担金及び負担金 844,925 829,973 1.2% 14,952 120 14,832

＊ 使用料及び手数料 1,620,964 1,633,676 2.4% △12,712 △ 12,712

国 庫 支 出 金 11,214,438 10,643,350 15.5% 571,088 562,949 8,139

県  支  出  金 4,426,173 4,376,405 6.4% 49,768 11,240 38,528

＊ 財  産  収  入 424,224 485,454 0.7% △61,230 △ 61,230

＊ 寄    附    金 49,787 49,464 0.1% 323 323

＊ 繰    入    金 2,924,251 2,911,924 4.2% 12,327 12,327

＊ 繰    越    金 1,282,688 1,282,688 1.9% 0 0

＊ 諸    収    入 2,273,087 2,102,046 3.1% 171,041 171,041

市          債 9,142,900 7,889,800 11.5% 1,253,100 1,128,500 124,600

うち建設地方債 4,659,100 3,406,000 5.0% 1,253,100 1,128,500 124,600

うち臨時財政対策債 3,325,400 3,325,400 4.8% 0

う ち 合併特例債（基金分） 1,139,400 1,139,400 1.7% 0 0

う ち過疎債（ソフト分） 19,000 19,000 0.0% 0 0

計 70,351,304 68,709,480 100.0% 1,641,824 1,702,809 △ 60,985

※構成比は総額に占める割合

【参考：自主財源と依存財源】 　　　　　　（単位：千円）

区　　分 終予算額 決 算 額 構成比 差引額① 繰越額② ①－②

＊ 自主財源 33,148,508 33,099,382 48.2% 49,126 120 49,006

依存財源 37,202,796 35,610,098 51.8% 1,592,698 1,702,689 △ 109,991

計 70,351,304 68,709,480 100.0% 1,641,824 1,702,809 △ 60,985
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第１図　一般会計歳入決算額及び構成比の推移
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第３表　市税の決算状況

款 最終予算額① 調定額 収入額② 不納欠損額 収入未済額 ①－②

10,179,288 10,719,751 10,216,171 29,180 474,400 △36,883
(△ 84,991) (△ 110,243) (△ 52,362) (△ 20,803) (△ 37,078) (△ 32,629)

8,275,420 8,780,901 8,303,516 28,401 448,984 △28,096
(△ 12,802) (△ 72,521) (△ 21,840) (△ 18,556) (△ 32,125) (9,038)

1,903,868 1,938,850 1,912,655 779 25,416 △8,787
(△ 72,189) (△ 37,722) (△ 30,522) (△ 2,247) (△ 4,953) (△ 41,667)

10,384,333 11,202,970 10,405,012 51,037 746,921 △20,679
(△ 108,744) (△ 275,533) (△ 127,359) (△ 90,018) (△ 58,156) (18,615)

2,918,775 3,151,596 2,922,243 14,669 214,684 △3,468
(△ 122,873) (△ 156,670) (△ 107,451) (△ 26,862) (△ 22,357) (△ 15,422)

4,588,272 4,957,614 4,596,829 23,076 337,709 △8,557
(84,954) (4,439) (60,735) (△ 39,105) (△ 17,191) (24,219)

2,640,286 2,855,705 2,647,885 13,292 194,528 △7,599
(△ 65,417) (△ 118,948) (△ 76,289) (△ 24,051) (△ 18,608) (10,872)

237,000 238,055 238,055 0 0 △1,055
(△ 5,408) (△ 4,354) (△ 4,354) (0) (0) (△ 1,054)

349,999 382,209 352,921 3,769 25,519 △2,922
(10,008) (6,056) (10,351) (△ 872) (△ 3,423) (△ 343)

1,179,944 1,189,614 1,189,614 0 0 △9,670
(△ 4,047) (△ 45,125) (△ 45,125) (0) (0) (41,078)

957 839 839 0 0 118
(△ 4) (△ 140) (△ 140) (0) (0) (136)

1,634,061 1,770,094 1,639,600 8,379 122,115 △5,539
(△ 12,725) (△ 39,315) (△ 14,346) (△ 14,918) (△ 10,051) (1,621)

23,728,582 25,265,477 23,804,157 92,365 1,368,955 △75,575
(△ 200,503) (△ 464,300) (△ 228,981) (△ 126,611) (△ 108,708) (28,478)

＊（ ）内は 対前年増減額

  (1) 土    地

  (2) 家    屋

  (3) 償却資産

  (4) 国有資産等所在市町村
　　　　　交付金

計

３ 軽 自 動 車 税

４ 市 た ば こ 税

５ 入   湯   税

６ 都 市 計 画 税

（単位：千円）

１ 市  民  税

  (1) 個    人

  (2) 法    人

２ 固 定 資 産 税

＊（　　）内は、対前年増減額。

都市計画税（決算額16億3960万円）については、街路、公園、下水道などの都市計画事業に充てています。
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　　 （参考１）　一般会計歳入決算前年度比較
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 23,804,157 34.6% 24,033,138 32.1% △228,981 △1.0%

地 方 譲 与 税 492,922 0.7% 511,963 0.7% △19,041 △3.7%

利 子 割 交 付 金 67,314 0.1% 65,246 0.1% 2,068 3.2%

配 当 割 交 付 金 176,033 0.3% 95,882 0.1% 80,151 83.6%

株式等譲渡所得割交付金 90,212 0.1% 132,563 0.2% △42,351 △31.9%

地方消費税交付金 1,862,334 2.7% 1,539,130 2.1% 323,204 21.0%

ゴルフ場利用税交付金 16,066 0.0% 15,632 0.0% 434 2.8%

自動車取得税交付金 53,864 0.1% 109,761 0.1% △55,897 △50.9%

地方特例交付金 69,611 0.1% 73,282 0.1% △3,671 △5.0%

地 方 交 付 税 9,848,732 14.3% 9,384,947 12.5% 463,785 4.9%

交通安全対策特別交付金 23,455 0.0% 27,491 0.0% △4,036 △14.7%

分担金及び負担金 829,973 1.2% 829,619 1.1% 354 0.0%

使用料及び手数料 1,633,676 2.4% 1,702,929 2.3% △69,253 △4.1%

国 庫 支 出 金 10,643,350 15.5% 10,408,301 13.9% 235,049 2.3%

県  支  出  金 4,376,405 6.4% 4,585,279 6.1% △208,874 △4.6%

財  産  収  入 485,454 0.7% 418,072 0.6% 67,382 16.1%

寄    附    金 49,464 0.1% 42,636 0.1% 6,828 16.0%

繰    入    金 2,911,924 4.2% 1,372,121 1.8% 1,539,803 112.2%

繰    越    金 1,282,688 1.9% 1,706,216 2.3% △423,528 △24.8%

諸    収    入 2,102,046 3.1% 3,299,364 4.4% △1,197,318 △36.3%

市          債 7,889,800 11.5% 14,556,235 19.4% △6,666,435 △45.8%

うち建設地方債 3,406,000 5.0% 2,058,700 2.7% 1,347,300 65.4%

う ち臨時財政対策債 3,325,400 4.8% 3,305,435 4.4% 19,965 0.6%

う ち 第三セクター等改革推進債 0 0.0% 8,053,600 10.8% △8,053,600 皆減

う ち 合併特例債（基金分） 1,139,400 1.7% 1,121,000 1.5% 18,400 1.6%

う ち過疎債（ソフト分） 19,000 0.0% 17,500 0.0% 1,500 8.6%

計 68,709,480 100.0% 74,909,807 100.0% △6,200,327 △8.3%

【参考：普通交付税と臨時財政対策債(市債(特例債))】 （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

普通交付税 8,798,674 12.8% 8,336,624 11.1% 462,050 5.5%

臨時財政対策債 3,325,400 4.8% 3,305,435 4.4% 19,965 0.6%

計 12,124,074 17.6% 11,642,059 15.5% 482,015 4.1%

＊構成比は、歳入総額に占める割合。

【参考：主な一般財源の状況】 （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

主な一般財源 39,830,100 58.0% 39,294,470 52.5% 535,630 1.4%

＊主な一般財源は、地方税、地方譲与税、地方交付税等を合計した地方財政計画上の一般財源の額で、
　(款)市税から(款)交通安全対策特別交付金までの計に臨時財政対策債を加えたもの。

増 減 率増 減 額

増 減 率

増 減 率区　　　　分
平  成  26  年  度 平  成 25  年  度

増 減 額

区　　　　分
平  成  26  年  度 平  成  25  年  度

増 減 額

款
平  成  26  年  度 平  成 25  年  度
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資料１－１　市税及び主な使用料等の収納状況（一般会計）
（単位：千円、％、ポイント）

現年 23,393,609 23,791,475 23,438,262 0 353,213 98.52

滞納繰越分 334,973 1,474,002 365,895 92,364 1,015,743 24.82

合計① 23,728,582 25,265,477 23,804,157 92,364 1,368,956 94.22

現年 23,542,533 24,057,155 23,686,750 0 370,405 98.46

滞納繰越分 386,552 1,672,622 346,388 218,976 1,107,258 20.71

合計② 23,929,085 25,729,777 24,033,138 218,976 1,477,663 93.41

△ 200,503 △ 464,300 △ 228,981 △ 126,612 △ 108,707 0.81

現年 684,635 668,810 659,901 0 8,909 98.67

滞納繰越分 0 62,297 3,203 7,728 51,366 5.14

合計① 684,635 731,107 663,104 7,728 60,275 90.70

現年 670,351 663,076 651,346 0 11,730 98.23

滞納繰越分 0 60,980 1,044 9,369 50,567 1.71

合計② 670,351 724,056 652,390 9,369 62,297 90.10

14,284 7,051 10,714 △ 1,641 △ 2,022 0.60

現年 678,227 685,811 667,242 0 18,569 97.29

滞納繰越分 0 115,025 14,100 7,379 93,546 12.26

保
育
料

２６年度

２６年度

２５年度

増減（①－②）

住

収納率

増減（①－②）

収入済額 不納欠損額 収入未済額区分

２５年度

２６年度

市
税

調定額終予算額

－6－

滞納繰越分 0 115,025 14,100 7,379 , 12.26

合計① 678,227 800,836 681,342 7,379 112,115 85.08

現年 690,772 694,695 677,883 0 16,812 97.58

滞納繰越分 0 123,069 17,915 6,941 98,213 14.56

合計② 690,772 817,764 695,798 6,941 115,025 85.09

△ 12,545 △ 16,928 △ 14,456 438 △ 2,910 △ 0.01

現年 295,775 279,446 278,916 0 530 99.81

滞納繰越分 0 1,757 397 223 1,137 22.60

合計① 295,775 281,203 279,313 223 1,667 99.33

現年 267,115 257,752 257,087 0 665 99.74

滞納繰越分 0 1,778 223 464 1,091 12.54

合計② 267,115 259,530 257,310 464 1,756 99.14

28,660 21,673 22,003 △ 241 △ 89 0.19

＊収入済額には、還付未済額を含む。

＊収納率は、小数点第三位を四捨五入。

学
校
給
食
費
収
入

２６年度

２５年度

増減（①－②）

２５年度

増減（①－②）

住
宅
使
用
料
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資料１－２　地方消費税交付金(増収分)を財源とした社会保障経費

決算額 ＜うち増収分＞
1,862,334千円 309,770千円

（単位：千円）

乳幼児医療扶助経費 205,161 105,286

子ども医療扶助経費 20,437 20,339

ひとり親家庭医療扶助経費 105,143 43,048

重度心身障害者医療扶助経費 905,766 429,176

乳児健康診査経費 21,870 21,870

1歳6か月児健康診査経費 9,024 9,024

3歳児健康診査経費 9,014 9,014

妊婦健康診査経費 145,079 145,079

予防接種経費 545,021 493,975

がん予防推進経費 159,704 133,017

1,409,828
( 202,115 )

在宅老人援護経費 5,291 5,291

緊急通報システム運営経費 11,358 11,358

老人福祉施設運営経費 212,101 186,106

ご近所福祉活動推進経費 3,280 3,280

高齢者バス優待乗車助成経費 185,426 185,426

391,461
( 56,120 )

小学校関係学校給食費等扶助経費 105,870 105,870

中学校関係学校給食費等扶助経費 92,257 92,257

サポート教員等配置経費 51,296 51,296

249,423
( 35,758 )

障害者バス優待乗車助成経費 38,970 38,970

配食サービス等障害者援護経費 30,779 30,133

障害者相談支援経費 32,890 32,890

障害者就労ワークステーション設置運営経費 8,059 8,059

110,052
( 15,777 )

2,160,764
( 309,770 )

※　 事業費は、事務費及び人件費（サービス提供に直接従事しない職員分)を除外しています。

【参考：上記の表を対象者別に区分した場合（再掲）】

936,400
( 134,244 )

539,228
( 77,304 )
623,558

( 89,394 )
61,578

( 8,828 )
2,160,764
( 309,770 )

合          計 2,903,796

一般財源（交付金充当額）

子育て支援に要する経費 1,132,912

障害者支援に要する経費 1,016,464

その他 73,652

区　　　　分 事業費

高齢者支援に要する経費 680,768

障
害
者
福
祉

小      計 110,698

合          計 2,903,796

介
護
・
高
齢
者
福
祉 小      計 417,456

子
ど
も
・
子
育
て

小      計 249,423

医
療
・
保
健
衛
生

小      計 2,126,219

＜説明＞　消費税率８％への引き上げに伴う地方消費税交付金の増収分については、社会保障経費
（地方単独事業）の財源とし、その充当について予算や決算の説明資料等において明らかにすることと
されましたので、以下のとおり明示します。

地方消費税交付金

区　　　分 事業費※
一般財源（交付金充当額）
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